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「共済事業と日本社会」 申込書 FAX03-3865-1431まで

（ 会社 ・ 自宅 ）

　2006年4月の保険業法改正により、多くの自主共済は保険会社になるか、少

額短期保険業者になるか、あるいは解散するかの選択を迫られることになりま

した。

　本書は、共済事業の本質や意義について法規制問題と絡めて、学識経験

者らが学術的視点から論じるとともに、共済事業が全国の職域、地域に広く根

付いて、どのように国民の生活を支えているか、また課題は何かを、各事業者

が実務者の生の声として発信しています。

　現在、対応を迫られている渦中の話題であり、また、あらためて共済事業と

は何かを理解する上でも、示唆に富んだ内容となっています。

押尾直志 監修　共済研究会 編

共済規制はなにをもたらすか
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本書の主な内容

共済事業と日本社会共済事業と日本社会

（平成19年6月刊）

Ⅰ.共済規制の経過と内容
　　1．　共済事業の今日的意義と法規制問題

　　2．　日米の保険マーケット拡大と共済規制

　　3．　共済事業の歴史と共済規制の歴史

　　4．　共済法の現状と課題

Ⅱ.共済事業の果たしている役割と課題
　　1．　共済事業の全体像

　　2．　協同組合共済の果たしている役割と課題

　　3．　共済の経営問題と法規制

　　4．　自主共済の果たしている役割と課題

　　5．　労働組合共済の果たしている役割と課題

　　6．　無認可共済の議論と連合の取り組み

　　7．　PTAの「安全互助会」の果たしている役割と課題

　　8．  知的障害者の「互助会」の果たしている役割と課題

　　9．　労協連のCC共済の果たしている役割と課題

　　10． ヨーロッパにおける共済組織の位置づけと現状

資料および解説

　　保険業法改正問題の経過と背景資料


